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ZRON 基礎調査レポート
郑州智荣网络技术有限公司

Zhengzhou Zhirong Network Technology Co., Ltd.

法人実体・公開情報・報道・リーク情報を分離した初期調査

項目 確認内容
版番号 Ver.1.0 印刷原本
調査基準日 2026 年 9 月 17 日（日本時間）
初版作成日 2026 年 9 月 17 日
文書区分 継続調査用・基礎調査レポート
主調査対象 中国・郑州智荣网络技术有限公司（ZRON-CN）

本資料は、今後の記事作成と継続調査に使用する基礎資料です。公的記録、主要報道、求人・第三者資料、リーク
由来情報、分析仮説を分離し、確認できた年月日・番号・固有名詞を可能な限り具体的に記載します。
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1. 調査目的と証拠レベル
本調査は、2026 年 9 月 16 日の Wall Street Journal（WSJ）報道を契機に、中国企業 ZRON の法人実体、公開活
動、技術企業としての公的痕跡、求人・営業情報、報道されたサイバーインテリジェンス能力、リーク由来情報、
Web・ドメイン痕跡を整理するものです。現段階では、ZRON を特定の中国政府機関の指揮下にある攻撃主体と断
定しません。

項目 確認内容
証拠レベル A 政府公示、公的リスト、法人自身の一次資料など。基

礎証拠として扱います。
証拠レベル B 複数の独立資料で同じ事実を相互確認できる情報で

す。
証拠レベル C 主要報道機関、公開求人等の信頼できる単一情報源。

追加確認が望まれます。
証拠レベル D リーク資料、販売者、第三者分析等。真正性・完全

性・来歴に留保が必要です。
証拠レベル E ネット探検ラボによる分析仮説。確認済み事実とは分

離します。

2.  法人実体 - 中国政府公示で直接確認
2026 年 9 月 17 日、国家企业信用信息公示系统（グオジア・チーイエ・シンヨン・シンシー・ゴンシー・シートン 
/ Guójiā Qǐyè Xìnyòng Xìnxī Gōngshì Xìtǒng）で、统一社会信用代码（統一社会信用コード）
91410100399156006B を検索し、郑州智荣网络技术有限公司を確認しました。【証拠レベル A】

項目 確認内容
法人名 郑州智荣网络技术有限公司（ジョンジョウ・ジーロ

ン・ワンルオ・ジーシュー・ヨウシエン・ゴンスー / 
Zhèngzhōu Zhìróng Wǎngluò Jìshù Yǒuxiàn 
Gōngsī）

英語表記 Zhengzhou Zhirong Network Technology Co., Ltd.
統一社会信用コード 91410100399156006B
法定代表人 叶排（イエ・パイ / Yè Pái）
企業形態 有限责任公司（自然人投资或控股）
設立日 2014 年 5 月 8 日
登録資本金 100 万元人民币（100 万人民元）
登記状態 存续（在营、开业、在册）
所在地 河南省郑州市高新区梧桐街50 号北斗产业园 C28-4-4N
登記機関 郑州市高新技术产业开发区市场监督管理局
核准日 2021 年 3 月 23 日
经营范围 コンピューターのソフトウェア・ハードウェア開発、

技術移転、技術コンサルティング、製品販売、コン
ピューターネットワーク工程保守。

公示から確認できるのは、ZRON が法人登記上実在し、2014 年 5 月 8 日に設立され、2026 年 9 月 17 日の確認時
点で「存续」と表示されていることです。営業許可情報の事業範囲は一般的な IT 開発・販売・保守であり、サイ
バー諜報、監視、AI インテリジェンス、政府向け情報収集という表現は記載されていません。



ZRON 基礎調査レポート | 調査基準日 2026 年 9 月 17 日 | Page 3

3. 公的な技術企業としての痕跡
ZRON は法人登記だけでなく、2023 年および 2024 年の技術企業関連公開資料にも名称が現れています。これは近
年も技術企業として公的制度上の痕跡が存在したことを確認する材料です。

2023年
2023 年度の郑州市第一批高新技术企业の公開一覧では「郑州智荣网络技术有限公司」の名称が確認され、所属地
域は高新区とされています。また、2023 年の科技型中小企业関連資料では、同社名と入庫番号 
202341010200015743 が確認されています。【証拠レベル A-B】

2024年
2024 年の河南省科技型中小企业関連公開資料では「郑州智荣网络技术有限公司」と入庫番号 
2024410102A8019390 が確認されています。【証拠レベル B】

この公的痕跡から言えること
2014 年の法人設立だけでなく、少なくとも 2023 年から 2024 年にかけて、ZRON の名称が技術企業関連制度の公
開資料に継続して現れています。ただし、これらの認定・入庫はサイバー攻撃能力、諜報活動、政府の秘密業務へ
の関与を証明するものではありません。

現時点の年表
項目 確認内容
2014 年 5 月 8 日 中国政府公示上の法人設立日。
2021 年 3 月 23 日 営業許可情報上の核准日。
2023 年 郑州市第一批高新技术企业の公開資料に同社名を確

認。
2023 年 科技型中小企业関連資料に同社名。入庫番号 

202341010200015743。
2024 年 科技型中小企业関連資料に同社名。入庫番号 

2024410102A8019390。
2026 年 7 月 7 日 NetAskari が ZRON 関連とされるリーク資料について

分析記事を公開。
2026 年 9 月 16 日 WSJ が入手した内部資料を基に ZRON を報道。
2026 年 9 月 17 日 国家企业信用信息公示系统で法人情報を直接確認。

4. 求人・営業情報から見える会社像
公開求人情報は、ZRON がどのような人材を求め、どのような顧客を想定していたかを探る補助資料です。ただ
し、求人サイトは政府公示と同じ証拠強度ではありません。

BOSS直聘
BOSS 直聘の ZRON ページには、設立日 2014 年 5 月 8 日、法定代表人叶排、登録資本金 100 万人民元、統一社会
信用コード 91410100399156006B、所在地等が掲載されています。これらの基本項目は今回確認した政府公示と
一致します。一方、同ページは企業自身が BOSS 直聘に登録しておらず、掲載情報はインターネットユーザー編集
で参考用である旨を明記しています。したがって、ZRON 自身の公式発信とは扱いません。【証拠レベル C】
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営業職・顧客区分
別の求人検索結果では、销售工程师（営業エンジニア）等の職種、网络/信息安全、软件行业、IT 服务等の分野、
政府客户（政府顧客）や大客户（KA、大口顧客）という顧客区分が確認されています。掲載主体や転載経路は追
加確認が必要ですが、政府・大口法人向け営業という会社像を検証する手掛かりになります。【証拠レベル C】

5. WSJが 2026年 9月 16日に報じた ZRON像
WSJ は 2026 年 9 月 16 日、ZRON に帰属するとされる内部資料を確認し、同社が外国政府由来とされる情報を整
理し、中国側の公安・安全保障関連顧客へ提供する民間インテリジェンス事業へ発展していると報じました。【証
拠レベル C】

WSJが確認したとする資料
 社内チャットログ。
 盗取された情報を基に作成されたとされるインテリジェンス報告書。
 顧客向けとみられる営業・プレゼンテーション資料。
 外国政府の電子メールシステム由来と表示された機微情報の一覧。

報道された技術・分析機能
 Windows環境で画面監視、キー入力記録、コマンド実行等を行うとされるツール。
 iOS 端末からシステム情報、連絡先、位置情報等を扱うとされる機能。
 Web メールや内部メール等を収集し、人物・メールの関係を可視化する仕組み。
 公開情報と非公開データを統合・分類し、ダッシュボードとして表示する仕組み。
 Alibaba や DeepSeek などの AIモデルを利用可能と説明された「智能系统」とされる機能。
 大量データを要約・分類し、顧客が利用しやすいインテリジェンス製品へ加工する能力。

重要な留保：WSJ が内部資料を確認したことは重要ですが、個々の外国政府文書の真正性、データの取得方法、
ZRON が自ら侵入したのか、第三者から取得したのか、各製品が実運用されたのかまで確定するわけではありませ
ん。

6.  リーク資料・第三者分析 - 調査でどう扱うか
2026 年 7 月 7 日、NetAskari は「ZRON: Full digital espionage service ?」を公開し、Zhirong Network Tech に関
連するとされる漏えい情報を分析しました。また、別のセキュリティ分析でも ZRON 関連とされる資料が取り上
げられています。【証拠レベル D】

リークから検証対象として抽出できる情報
 製品名、ツール名、ファイル名、画面名称、内部プロジェクト名。
 ドメイン、IP アドレス、メールアドレス、電話番号、証明書などの識別子。
 ファイルハッシュ、コード署名、コンパイル時刻、メタデータ等の技術情報。
 顧客名、地域名、案件名、営業担当・組織名など、政府調達や求人情報と照合できる要素。

リークだけでは確定できない事項
 資料全体が真正な ZRON 内部資料であること。



ZRON 基礎調査レポート | 調査基準日 2026 年 9 月 17 日 | Page 5

 資料にあるツールを ZRON 自身が開発したこと。
 資料に記載された侵入や情報取得を ZRON 自身が実行したこと。
 記載された顧客が実際に契約・導入したこと。
 中国政府機関が ZRON に特定の侵入を指示・命令したこと。

したがって、リーク資料は結論ではなく、次の検証対象を見つける索引として扱います。リーク中の識別子を、公
的法人記録、政府調達、ソフトウェア著作権、求人、DNS、TLS 証明書、技術解析結果などと照合し、一致した部
分だけを証拠レベル B または A へ引き上げます。

7. 公式サイト・ICP备案・旧ドメインの調査状況
2026 年 9 月 17 日時点で、公開検索から中国 ZRON 法人に直接帰属できる公式 Web サイト、ICP备案番号、会社
独自ドメインのメールアドレスは確定できていません。【未確認】

これは「ZRON に Web サイトが存在しなかった」という意味ではありません。過去サイトが閉鎖された、検索エ
ンジンに残っていない、別ブランド名や別ドメインを使った、別法人を営業窓口に使った等の可能性を分けて検証
する必要があります。

今後の確認順序
 企業年報の「是否有网站或网店（Web サイト・ネット店舗の有無）」を年ごとに確認する。
 工業和信息化部の ICP备案情報で法人名・候補ドメインを照合する。
 软件著作权（ソフトウェア著作権）、特許、商標から製品名・ブランド名を抽出する。
 政府采购（政府調達）・中标公告（落札公告）から担当者、電話、メール、製品名を抽出する。
 過去DNS、TLS 証明書、Web アーカイブで候補ドメインの履歴を確認する。

8. 米国の同名企業 ZRON - 誤同定を防ぐための別管理
Web 検索では、中国 ZRON とは別に、米国で「ZRON」の名称と zron.com を使用する Web 関連企業が見つかり
ます。この米国企業は検索時に中国 ZRON の結果へ混入するため、調査上の誤同定を防ぐ目的で記録します。

2026 年 9 月 17 日時点で、中国の郑州智荣网络技术有限公司と米国 ZRON を結び付ける客観的証拠は確認していま
せん。米国企業を中国 ZRON の関連会社、別名、フロント企業とは扱いません。

項目 確認内容
ZRON-CN 中国・郑州智荣网络技术有限公司。本調査の主対象。
ZRON-US 米国の同名企業 / zron.com。誤同定防止のための参照

対象として別管理。
両者の関係 2026 年 9 月 17 日時点で確認できる証拠なし。名称一

致だけでは関連付けない。
再検証条件 人物、法人登記、電話、メール、ドメイン登録、

DNS、IP/ASN、TLS 証明書等に具体的な共通点が出た
場合のみ再検証。

この別管理は米国企業を疑うためではなく、同名企業の情報混入を防ぎ、中国 ZRON の調査精度を上げるための
措置です。
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9. 2026年 9月 17日時点の評価
項目 確認内容
法人実体 確認済み。中国政府公示で法人名、統一社会信用コー

ド 91410100399156006B、設立日 2014 年 5 月 8 日、
法定代表人叶排、所在地、資本金、事業範囲を確認。
【A】

登記状態 2026 年 9 月 17 日の確認画面で存续（在营、开业、在
册）と表示。【A】

技術企業としての公的痕跡 2023 年および 2024 年の技術企業関連公開資料に同社
名を確認。【A-B】

政府・大口顧客向け営業 公開求人情報に政府客户、大客户（KA）等の記述あ
り。掲載主体・転載経路は追加確認が必要。【C】

AI・インテリジェンス製品 WSJ が確認したとする内部資料に、AI を使ったデータ
統合・分析・ダッシュボード化が記載されたと報道。
【C】

外国政府由来とされる情報 WSJ が複数国・組織に関係する機微情報を含む資料を
確認したと報道。個々の文書の真正性と取得経路は未
確定。【C】

攻撃・監視ツール WSJ 報道およびリーク分析に Windows/iOS 等を対象
とする機能が登場するが、全ツールの ZRON 帰属・実
運用は未確定。【C-D】

政府との契約・指揮関係 具体的な契約書、政府調達記録、指揮命令関係は本調
査ではまだ確認できていない。【未確認】

公式 Web サイト・ICP备案 2026 年 9 月 17 日時点で確定できていない。過去サイ
トを含め継続調査。【未確認】

米国同名企業との関係 関係を示す証拠なし。ZRON-US として別管理し、混
同を防止。【別管理】

暫定的な調査上の位置付け
現時点で最も堅い結論は、ZRON が 2014 年設立の実在する中国 IT 企業であり、2023～2024 年にも技術企業関連
の公的資料に名称が現れている、という点です。その上で、2026 年の WSJ 報道とリーク分析は、同社が一般的な
IT 開発を超えて、情報取得・整理・分析・可視化を組み合わせたサービスを提供していた可能性を示していま
す。しかし、特定のサイバー侵入を ZRON が実行したこと、中国政府機関が侵入を指揮したこと、個々の外国政
府文書が真正であることは、現段階では別途立証が必要です。

10. 次段階の調査計画
 软件著作权（ソフトウェア著作権）、特許、商標を検索し、ZRON が登録した製品名・技術名を確定する。
 中国政府の政府采购・中标公告を検索し、ZRON の顧客、契約年月日、案件名、金額、製品名を確認する。
 企業年報・变更信息を取得し、2014 年から 2026 年までの住所、株主、主要人員、事業範囲、連絡先の変化を
再構成する。

 ICP备案・旧ドメインを特定し、過去Web サイト、メールドメイン、DNS、TLS 証明書を調査する。
 叶排を含む主要人員について、他法人・特許・ソフトウェア著作権・求人・公開講演等の関係を整理する。
 WSJ 内部資料とリーク資料の製品名・UI・技術用語・顧客名を照合し、重複する要素を抽出する。
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 以上を終えた後、中国サイバー作戦エコシステムの中で ZRON をどこに位置付けるべきかを別途評価する。

11. 主要照資料と確認日
項目 確認内容
2026 年 9 月 17 日確認 国家企业信用信息公示系统。統一社会信用コード

91410100399156006B で法人情報を確認。
2026 年 9 月 17 日確認 2023 年の郑州市第一批高新技术企业関連公開資料。
2026 年 9 月 17 日確認 2023 年の科技型中小企业関連公開資料。入庫番号

202341010200015743。
2026 年 9 月 17 日確認 2024 年の科技型中小企业関連公開資料。入庫番号

2024410102A8019390。
2026 年 9 月 17 日確認 BOSS 直聘の会社ページ。企業未登録・ユーザー編集

である旨を同ページが表示。
2026 年 9 月 16 日公開 The Wall Street Journal, How a Chinese Hacking 

Firm Tapped AI to Supercharge Cyber-Spying.
2026 年 7 月 7 日公開 NetAskari, ZRON: Full digital espionage service ?
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付録 A - 中国政府公示システムの取得画面
以下は 2026 年 9 月 17 日に国家企业信用信息公示系统で取得した画面です。記事化する際の一次資料画像として
保存します。

図 A-1 法人検索結果。法人名、统一社会信用代码、法定代表人、成立日期、存续状態を確認。
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図 A-2 营业执照信息。企業形態、登録資本金、所在地、登記機関、经营范围等を確認。ブラウザ自動翻訳が含まれ
る場合、固有名詞は中国語原文を基準とします。
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